八尾市社会福祉法人

・社会福祉施設等指導監査要綱及び指導監査実施方針について
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八尾市社会福祉法人等指導監査実施要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）に規定する社会福祉法人及び社会福祉連携推進法人（以下「法人」という。）の運営に係る指導監査を統一的かつ効率的に実施するため、必要な事項を定めるものとする。

　（指導監査の目的）

第２条　指導監査は、法人の運営全般について、法人の自主性及び自律性を尊重し、法令又は通知等に定められた法人として遵守すべき事項について運営実態の確認を行うことによって、適正な法人運営と社会福祉事業等の健全な経営の確保を図ることを目的とする。

　（指導監査の根拠法令）

第３条　この要綱による指導監査は、法第56条第１項及び第144条に基づき実施するものとする。

　（指導監査の方針）

第４条　指導監査に当たっては、指導監査の意義及び目的を十分理解し、画一的、形式的な指導監査に陥ることのないように配慮し、単に問題点の指摘にとどまることなく、総合的評価に努め、法人の運営水準の向上のため、具体的な助言、指導を行うよう努めるものとする。

　（指導監査の区分及び実施方法）

第５条　指導監査は、一般監査及び特別監査に区分し、その実施方法は次の各号に定めるとおりとする。

　⑴　一般監査は、年度当初に策定する監査実施計画に基づき、原則としてすべての法人に対し、定期的に実施する。

　⑵　特別監査は、次の場合に随時実施する。

　　ア　正当な理由がなく一般監査を拒否したとき。

　　イ　法人の運営に重大な問題があるとき。

　　ウ　度重なる一般監査による指導にもかかわらず是正又は改善が行われないとき。

　　エ　その他法人の運営上、特に市長が必要と認めるとき。

（関係行政機関との連携）

第６条　指導監査に当たっては、社会福祉施設等を所管する関係課及び関係行政機関と密接な連携を図るとともに、実施方法その他必要な事項について協議及び調整を行うものとする。

　（指導監査の方法）

第７条　指導監査は、次の各号に定める方法により実施する。

　⑴　指導監査の実施に当たっては、原則として、実施日の概ね３週間前までに、法人の代表者に対し、実施日時、指導監査を受ける際に準備すべき資料その他必要な事項を文書により通知するものとする。ただし、特別監査については、実施の都度、通知するものとする。

　⑵　指導監査は、法人又は社会福祉施設の事務所等において、複数の職員により行うものとする。

　（実施上の留意点）

第８条　指導監査の実施に当たっては、公正不偏かつ指導援助的態度で実施し、努めて関係者の理解と協力が得られるよう配慮するものとする。

　（講評）

第９条　指導監査の講評は、指導監査の終了後、関係当事者に対して行うものとする。

　（指導監査結果の通知）

第10条　指導監査の結果は、報告書を作成し、決裁処理の後、当該法人の代表者に対し文書により通知するものとする。

　（指導監査後の措置）

第11条　指導監査の結果、是正又は改善を指示した事項については、当該法人による自主的な是正又は改善を指示した事項を除き、文書により改善報告書の提出を求めるものとする。

　（身分を示す証明書）

第12条　指導監査を行う職員は、市長が発行する社会福祉法人等検査証（様式第１号）（様式第２号）を携帯し、かつ、関係者の請求があるときは、これを提示するものとする。

　（その他）

第13条　この要綱に定めるもののほか、指導監査に関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成24年７月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
　　　附　則
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
令和５年度　八尾市社会福祉法人指導監査実施方針
１　趣旨
この方針は、関係法令及び通知等に基づいて、各年度における指導監査の重点項目等を明確にし、計画的に指導監査を実施するために策定する。

２　基本方針

社会福祉法人（以下「法人」という。）の自主性及び自律性を尊重し、法令又は通知等に定められた法人として遵守すべき事項について運営実態の確認を行うことによって、適正な法人運営と社会福祉事業の健全な経営の確保が図られるよう、「社会福祉法人指導監査実施要綱の制定について」（平成29年４月27日、雇児発0427 第７号、社援発0427 第１号、老発0427 第１号、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長通知）の別紙「指導監査ガイドライン」に基づき指導監査を実施する。

３　主な指導項目

⑴　法人の運営管理体制の確立

⑵　資産管理の適正化

⑶　会計経理の適正運用

⑷　その他、特に重点的に指導すべき項目

４　実施方針

⑴　対象

社会福祉法に基づき認可された市が所管する社会福祉法人

⑵　実施形態

（ア）実施方法

原則として、法人本部に赴き、実地において実施する。また、必要に

応じ、法人の関係者等からの聞き取りにより実施する。　
（イ）実施単位

法人を単位として実施する。

（ウ）班編成

１班当たり、２名以上及び必要に応じて会計監査専門員も含め編成す　る。

（エ）実施通知

原則として、指導監査を実施する３週間前までに通知する。

ただし、緊急を要する場合等には、通知期間を短縮する（当日通知を含む。）。

（オ）日程及び対象

具体的な日程及び対象は、当該指導監査を実施する１月前に決定する。

　（カ）並行監査

　　　　法人が所管する施設等において指導監査が実施される場合、当該指導

監査と並行的に法人本部についての指導監査の実施を検討する。
　（キ）指導の結果通知等
　　１　指導監査の結果については、「指導監査の結果について（以下「指導結果通知」という。）」により、当該法人に対して、通知する。

２　指導監査の結果、改善を要する事項が見受けられる場合は、前項の　指導結果通知において、該当する運営基準等の項目、根拠法令、改善を要する事項及び改善すべき内容等を明示し、八尾市長の定める日までに「指導監査改善報告書（以下「改善報告書」という。）」の提出により、改善状況を報告させるものとする。

３　前項の規定に関わらず、改善状況の一部または全部について不十分　な事項等（以下「当該事項等」という。）があって、止むを得ない事情が認められる場合に限り、指導監査の実施日から遅くとも６月以内に、当該事項等について改善状況報告を行うよう指導するものとする。

４　指導監査の実施日から６月が経過した時点で、改善報告書の提出を　促したにも関わらず、これに従えないことが明らかな場合には改めて指導監査を行うことができる。

⑶　選定方針

（ア）基本方針

大きな問題がある法人を監査対象とするとともに、法人運営における関係法令の遵守状況や、事業経営における積極的な取組み等の評価を参考に対象法人を選定し、メリハリのある指導監査を実施する。

（イ）選定時点

原則として、令和５年４月１日時点で認可されている法人とする。

（ウ）選定方法

a　懸案事項を抱える法人

　　運営全般について重大な指導（指摘）を行った法人については、問題の早期解決と適正な法人運営を確保するために、施設主管課と緊密な連携のもとに、継続的かつ重点的な指導監査を実施する。

b　新設の法人

新設の法人については、適正な法人運営に資するために、早期に初期指導を実施する。

c  その他指導監査の実施が必要と判断される法人

　　各法人の運営状況を踏まえて、良好な法人の運営が図られるよう、指導監査を実施する。

５　改善状況の確認
指導監査の結果、法人及び施設に対し文書により改善指導を行った事項については、改善状況が確認できる挙証資料の添付を義務付け、監査結果通知到着後おおむね１月後までに、改善報告を求める。
未改善事項のある場合は、書面又は関係者からの聴取により、改善できなかった理由を明らかにさせるとともに、改善時期を明確にさせる。

なお、未改善事項について、改善時期や改善のための方向性・方策等を示さない場合は、継続して指導監査を実施するものとする。

６　その他

その他、必要な事項は別途定めることとする。

八尾市社会福祉施設等指導監査実施要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、社会福祉事業を経営する者に対する指導及び監査（以下「指導監査」という。）についての基本的事項を定める。

　（指導監査の目的）

第2条 　指導監査は、社会福祉事業の運営全般について、関係法令、関係通知等に基づき適正に運営されているかを審査し、必要な助言及び指導を行うことにより、社会福祉事業の公明かつ適正な実施の確保を図ることを目的とする。

（指導監査の対象及び根拠法令）

第３条　この要綱による指導監査は、次の各号に定める施設及び事業（以下「社会福祉施設等」という。）について、各法令に基づき実施するものとする。
(１)　母子生活支援施設（児童福祉法第46条）
(２)　養護老人ホーム（老人福祉法第18条）
(３)　特別養護老人ホーム（老人福祉法第18条）
(４)　軽費老人ホーム（社会福祉法第70条）
(５)　障害者支援施設（社会福祉法第70条）
(６)　生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくはこれに要する金銭を与え、又は生活に関する相談に応じる事業（社会福祉法第70条）
(７)　放課後児童健全育成事業（児童福祉法第34条の８の３）
(８)　地域子育て支援拠点事業（社会福祉法第70条）
(９)　一時預かり事業（児童福祉法第34条の14）
(10)　小規模保育事業（児童福祉法第34条の17）
(11)　病児保育事業（児童福祉法第34条の18の２）
(12)　助産施設（児童福祉法第46条）
(13)　保育所（児童福祉法第46条）
(14)　幼保連携型認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第19条）
(15)　老人福祉センター（社会福祉法第70条）
(16)　生計困難者のために、無料又は低額な料金で、宿泊所その他の施設を利用させる事業（社会福祉法第70条）
(17)　生計困難者のために、無料又は低額な料金で診療を行う事業（社会福祉法第70条）
(18)　 隣保事業（社会福祉法第70条）

　（指導監査の方針）
第４条　指導監査に当たっては、その意義及び目的を十分理解し、画一的、形式的なものとならないように配慮し、単に問題点の指摘にとどまることなく、社会福祉施設等の運営水準の向上のため、具体的な助言、指導を行うよう努めるものとする。
　（指導監査の区分及び実施方法）
第５条　指導監査は、一般監査及び特別監査に区分し、その実施方法は次の各号に定めるとおりとする。
　⑴　一般監査は、年度当初に策定する監査実施計画に基づき、原則としてすべての社会福祉施設等に対し、定期的に実施する。
　⑵　特別監査は、次の場合に随時実施する。
　　ア　正当な理由なく一般監査を拒否したとき。
　　イ　施設等の運営に重大な問題があるとき。
　　ウ　度重なる一般監査による指導にもかかわらず是正又は改善が行われないとき。
　　エ　その他施設等の運営上、特に市長が必要と認めるとき。
　２　指導監査の具体的な実施方法は、別に定める。
（関係行政機関との連携）
第６条　指導監査に当たっては、社会福祉施設等を所管する関係課及び関係行政機関と密接な連携を図るとともに、実施方法その他必要な事項について協議及び調整を行うものとする。

　（実施上の留意点）
第７条　指導監査の実施に当たっては、公正不偏かつ指導援助的態度で実施し、努めて関係者の理解と協力が得られるよう配慮するものとする。
　（講評）
第８条　指導監査の講評は、指導監査の終了後、関係当事者に対して行うものとする。
　（指導監査の結果通知）
第９条　指導監査の結果は、報告書を作成し、決裁処理の後、当該社会福祉施設等を運営する法人の代表者に対し文書により通知するものとする。
　（指導監査の後の措置）
第10条　指導監査の結果、是正又は改善を指示した事項については、当該社会福祉施設等による自主的な是正又は改善を指示した事項を除き、文書により改善報告書の提出を求めるものとする。
　（身分を示す証明書）
第11条　指導監査を行う職員は、市長が発行する社会福祉法検査証及び指導監査を実施する社会福祉施設等の根拠法令に基づく検査証を携帯し、かつ、関係者の請求があるときは、これを提示するものとする。
　（その他）
第12条　この要綱に定めるもののほか、指導監査に関し必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　この要綱は、平成25年４月１日から施行する。
　この要綱は、平成29年４月４日から施行する。
この要綱は、平成30年４月１日から施行する。
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

令和５年度　八尾市社会福祉施設等指導監査実施方針
１　趣旨
この方針は、関係法令及び通知等に基づいて、各年度における指導監査の重点項目等を明確にし、計画的に指導監査を実施するために策定する。

２　基本方針

指導監査は、利用者の支援及び尊厳の保持のため、八尾市社会福祉施設等指導監査実施要綱（以下「要綱」という。）第３条各号に定める施設及び事業（以下「社会福祉施設等」という。）の管理者に対し、制度の円滑かつ適正な運営と法令等に基づく適正な事業運営を確保する観点に立ち、事業の運営の適正化と透明性の確保、利用者保護及び利用者の視点に立ったサービス等の提供及び質の向上を図ることを目的として実施する。
３　主な指導項目

⑴　適切な利用者支援の確保

⑵　必要な職員の確保と職員処遇の充実

⑶　会計経理の適正運用

⑷　その他、特に重点的に指導すべき項目

４　実施方針

⑴　対象

　　　　本市に所在する社会福祉施設等
⑵　実施形態

（ア）実施方法

原則として、社会福祉施設等に赴き、実地において実施する。また、必要に応じ、設置者若しくは管理者等からの聞き取りにより実施する。
実施に当たっては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、府下の感染状況その他の情報を参酌し適宜柔軟に対応する。

（イ）実施単位

社会福祉施設等を単位として実施する。

（ウ）班編成

１班当たり、２名以上及び必要に応じて会計監査専門員も含め編成す　る。

（エ）実施通知

原則として、指導監査を実施する３週間前までに通知する。

ただし、緊急を要する場合等には、通知期間を短縮する（当日通知を含む。）。

（オ）日程及び対象

具体的な日程及び対象は、当該指導監査を実施する１月前に決定する。

　（カ）並行監査
　　　　設置主体が本市所管である社会福祉法人において指導監査が実施される場合、当該指導監査と並行的に社会福祉施設等についての指導監査の実施を検討する。
　　　　また、同一法人が運営する社会福祉施設等についても並行的に指導監査の実施を検討する。

　（キ）指導の結果通知等
　　１　指導監査の結果については、「指導監査の結果について（以下「指導結果通知」という。）」により、当該社会福祉施設等に対して、通知する。

２　指導監査の結果、改善を要する事項が見受けられる場合は、八尾市長の定める日までに「指導監査改善報告書（以下「改善報告書」という。）」の提出により、改善状況を報告させるものとする。

３　前項の規定に関わらず、改善状況の一部または全部について不十分　な事項等（以下「当該事項等」という。）があって、止むを得ない事情が認められる場合に限り、指導監査の実施日から遅くとも６月以内に、当該事項等について改善状況報告を行うよう指導するものとする。

４　指導監査の実施日から６月が経過した時点で、改善報告書の提出を　促したにも関わらず、これに従えないことが明らかな場合には改めて指導監査を行うことができる。

⑶　選定方針

（ア）基本方針

大きな問題がある社会福祉施設等を監査対象とするとともに、事業運営における関係法令の遵守状況や、事業経営における積極的な取組み等の評価を参考に対象社会福祉施設等を選定し、メリハリのある指導監査を実施する。

（イ）選定時点

原則として、令和５年４月１日時点で事業を行っている施設とする。

（ウ）選定方法

a　懸案事項を抱える社会福祉施設等

　　運営全般について重大な指導（指摘）を行った社会福祉施設等については、問題の早期解決と適正な法人運営を確保するために、施設主管課と緊密な連携のもとに、継続的かつ重点的な指導監査を実施する。

b　新設の社会福祉施設等

新設の社会福祉施設等については、適正な事業運営に資するために、早期に初期指導を実施する。

c  その他指導監査の実施が必要と判断される社会福祉施設等

　　各社会福祉施設等の運営状況を踏まえて、良好な社会福祉施設等の運営が図られるよう、指導監査を実施する。

５　改善状況の確認
指導監査の結果、社会福祉施設等に対し文書により改善指導を行った事項については、改善状況が確認できる挙証資料の添付を義務付け、監査結果通知到着後おおむね１月後までに、改善報告を求める。
未改善事項のある場合は、書面又は関係者からの聴取により、改善できなかった理由を明らかにさせるとともに、改善時期を明確にさせる。

なお、未改善事項について、改善時期や改善のための方向性・方策等を示さない場合は、継続して指導監査を実施するものとする。

６　その他

その他、必要な事項は別途定めることとする。

八尾市指定居宅サービス事業者等指導及び監査実施要綱
（目　的）

第１条　この要綱は、次の各号に定める者（以下「指定居宅サービス事業者等」という。）に対して行う保険給付及び予防給付（以下「介護給付等」という。）に係る居宅サービス等（以下「介護給付等対象サービス」という。）の内容並びに介護給付等に係る費用（以下「介護報酬」という。）の請求に関する介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）第23条の規定（住宅改修に関するものは除く）に基づく指導及び監査に係る事務について、基本的事項を定めることにより、利用者の自立支援及び尊厳の保持を念頭において、介護保険施設及び事業者の支援を基本とし、介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図ることを目的とする。
（1） 法第41条第１項に規定する指定居宅サービス事業者若しくは法第53条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者若しくは当該指定に係る事業所の従事者又は指定居宅サービス事業者であった者若しくは指定介護予防サービス事業者であった者若しくは当該指定にかかる事業所の従事者であった者
（2） 法第46条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者若しくは当該指定に係る事業所の従事者又は指定居宅介護支援事業者であった者若しくは当該指定に係る事業所の従事者であった者
（3） 法第８条第28項に規定する介護老人保健施設の開設者、管理者又は医師その他の従業者
（4） 法第48条第１項第１号に規定する指定介護老人福祉施設又は施設の開設者若しくは当該指定介護老人福祉施設の従業者又は指定介護老人福祉施設の開設者であった者若しくは指定介護老人福祉施設の従業者であった者
（5） 健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされる同法第26条の規定による改正前の法第48条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設又は施設の開設者若しくは当該指定介護療養型医療施設の従業者又は指定介護療養型医療施設の開設者であった者若しくは指定介護療養型医療施設の従業者であった者
（6） 法第８条29項に規定する介護医療院の開設者、管理者又は医師その他の従業者
（基本方針）

第２条　前条の目的を達成するため、指導は、指定居宅サービス事業者等に対し、「八尾市指定居宅サービス事業者等の指定並びに指定居宅サービス等の事業等の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例（平成29年八尾市条例第57号）（以下「指定基準」という。）「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成12年厚生省告示第19号）、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」（平成18年厚生労働省告示第127号）、「指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準」（平成12年厚生省告示第20号）、「指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号）、「厚生労働大臣が定める一単位の単価」（平成12年厚生省告示第22号）等（以下「報酬算定基準」という。）に定める介護給付等対象サービスの取扱い、介護報酬の請求等に関する事項について、周知徹底を図ることを方針とする。

また、監査は、指定居宅サービス事業者等の介護給付等対象サービスの内容又は介護報酬の請求について、不正又は著しい不当が疑われる場合等において、事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置を行うことを主眼とする。

（体制）

第３条　指導及び監査は、健康福祉部福祉指導監査課が行う。
（指導及び監査の実施方法）

第４条　指導は集団指導、運営指導の方法により行う。

２　集団指導は、指導の対象となる指定居宅サービス事業者等を、必要な指導内容に応じ、一定の場所に集めて講習会形式により行う。

３  運営指導は、次の形態により、指導の対象となる指定居宅サービス事業者等の事業所において実地に行う。

　(1)一般指導

　　別に定める基準により選定して計画的に行うもの。

　(2)随時指導

　　利用者等からの苦情又は情報提供及び従業者等からの通報又は情報提供に基づくもの。

４　第２項及び第３項に定めるいずれの指導形態においても、市単独で行うもののほか、必要に応じて、国・都道府県・他市町村・関係課と合同又は連携して行うことがある。

５  監査は、利用者に対する虐待が行われたことを疑うに足りる理由があるとき、指定基準又は報酬算定基準の重大な違反があると疑うに足りる理由があるとき、運営指導等を行っても改善がみられないとき、正当な理由がなく指導を拒否したとき、その他、介護給付等対象サービスの内容や介護報酬の請求について、不正又は著しい不当があったことを疑うに足りる理由があるときに随時、実施する。

６　指導及び監査の具体的な実施方法は、別に定める。

（指導事項）

第５条　指定居宅サービス事業者等に関する指導事項は、次のとおりとする。

(1)人員、設備及び運営に関する事項

(2)介護報酬の請求に関する事項

(3)その他必要と認める事項

（結果の講評）

第６条　運営指導の結果については、必要に応じて、関係者に対し講評を行う。

（指導結果の通知）

第７条　運営指導の結果、改善を要すると認められた事項については、指定居宅サービス事業者等に対し、文書により通知する。

（改善報告書の提出）

第８条　指導の結果、文書により指示した事項については、指定居宅サービス事業者等から改善報告書の提出を求める。

（監査後の措置等）

第９条　監査の結果、利用者に対する虐待、指定基準若しくは報酬算定基準の重大な違反事項又は介護給付等対象サービスの内容若しくは介護給付費の算定及び請求に関し不正又は著しい不当な事項が認められる場合、行政上及び経済上の措置を行う。

（関係行政機関の協力）

第１０条　指導及び監査の実施並びに指導及び監査後の措置に際しては、必要に応じて関係行政機関の協力を求める。

（その他）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成２５年２月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。

附　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

令和５年度　八尾市指定居宅サービス事業者等指導実施方針
１　趣旨
この方針は、「八尾市指定居宅サービス事業者等指導及び監査実施要綱」、「八尾市指定居宅サービス事業者等指導実施要領」、「八尾市指定居宅サービス事業者等監査実施要領」、「八尾市地域密着型サービス事業者等指導及び監査実施要綱」、「八尾市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者並びに指定介護予防支援事業者指導実施要領」、「八尾市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者並びに指定介護予防支援事業者監査実施要領」、「八尾市介護予防・日常生活支援総合事業における第１号事業を行う指定事業者等指導及び監査実施要綱」、「八尾市介護予防・日常生活支援総合事業における第１号事業を行う指定事業者等指導実施要領」及び「八尾市介護予防・日常生活支援総合事業における第１号事業を行う指定事業者等監査実施要領」に基づいて、当年度における指導の重点項目等を明確にし、計画的に指導を実施するために策定する。
２　基本方針
運営指導は、利用者の支援及び尊厳保持のため、指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者及び指定地域密着型サービス事業者等に対し、制度の円滑かつ適正な運営と法令等に基づく適正な事業運営を確保する観点に立ち、事業運営の適正化と透明性の確保、利用者保護及び利用者の視点に立った居宅サービス等の提供並びに質の向上を図ることを目的として実施する。
３　主な指導項目
(1)　適切な事業運営及び職員配置
　(2)　適切なサービス提供
　(3)　関係法令、指導基準の遵守
　(4)　苦情解決への取り組み
(5)　災害に対する措置
　(6)　事故発生（感染症等含む）に対する措置
(7)　利用者への虐待防止及び身体拘束禁止への取り組み
(8)　報酬請求の適正化
(9） その他、特に重点的に指導すべき項目
４　実施方針
1 　対象事業所
介護保険法に基づく指定居宅サービス事業所、指定居宅介護支援事業所、指定地域密着型サービス事業所及び介護保険施設等
⑵　実施形態
ア　運営指導
（ア）実施方法
原則として、次の１～３の内容について事業又は施設種別ごとに日程等を設定し、事業所等に赴き、実地において実施する。また、必要に応じ、事業所の関係者等からの聞き取りにより実施する。
ただし、２、３については事業所の負担増にならないよう配慮し、情報セキュリティの確保を前提としてオンライン等を活用することができるものとする。
１　介護サービスの実施状況指導（個別サービスの質（施設・設備や利用者に対するサービスの提供状況を含む）に関する指導）
２　最低基準等運営体制指導（運営基準等に規定する運営体制に関する指導）
３　報酬請求指導（加算等の介護報酬請求の適正実施に関する指導）
（イ）実施単位
事業又は施設を単位として実施する。
（ウ）班編成
１班当たり、居宅系の事業所については職員２名以上、施設系の事業については職員３名以上及び必要に応じて会計監査専門員も含め編成する。
（エ）実施通知
原則として、運営指導を実施する３週間前までに事業者に通知する。ただし、緊急を要する場合等には、通知期間を短縮する（当日通知を含む。）。
（オ）日程及び対象
具体的な日程及び対象は、当該運営指導を実施する１月前に決定する。
（カ）関係課との連携
　　　　　指定居宅サービス事業者等を所管する関係課と密接な連携を図り、必要に応じて合同にて行う。
　　（キ）指導の結果通知等
１　運営指導の結果については、「運営指導の結果について（以下「指導結果通知」という。）」により、当該指定事業者に対して、通知する。
２　運営指導の結果、改善を要する事項が見受けられる場合は、前項の指導結果通知において、該当する運営基準等の項目、根拠法令、改善を要する事項及び改善すべき内容等を明示し、八尾市長の定める日までに「運営指導改善報告書（以下「改善報告書」という。）」の提出により、改善状況を報告させるものとする。
３　前項の規定に関わらず、改善状況の一部または全部について不十分な事項等（以下「当該事項等」）という。）があって、止むを得ない事情が認められる場合に限り、運営指導の実施日から遅くとも６月以内に、当該事項等について改善状況報告を行うよう指導するものとする。
４　運営指導の実施日から６月が経過した時点で、改善報告書の提出を促したにも関わらず、これに従えないことが明らかな場合には改めて運営指導を行うことができる。
イ　集団指導
必要な指導の内容に応じて、指定した会場に事業者等を集め、講習等の方法により実施する。なお、オンライン等を活用した方法によることができるものとする。
⑶　選定方針
ア　運営指導
（ア）選定時点
原則として、令和５年４月１日以前に指定を受け、指導実施日において事業を行っている事業所等とするが、当該データの集計に時間を要するため、同年３月１日現在の集計データを使用する。ただし、令和５年４月１日以降に指定を受けた事業所においても、必要に応じ、運営指導の対象とする。
（イ）選定方法
　　　（ア）のうち、以下に掲げる事業所等を重点的に選定する。
ａ　過去の運営指導において、指摘事項の改善が図られていない事業所
ｂ　過去の指摘事項の改善状況の確認が必要な場合等、継続的に指導することが必要と認められる事業所
ｃ　苦情等が多く寄せられている事業所
ｄ　事業開始後、運営指導を実施していない事業所
　　（特に前年度中、新たに指定を受けた事業所について優先する）
ｅ　相当の期間にわたって、運営指導を実施していない事業所
ｆ　集団指導を欠席した事業所
ｇ　当該事業所等を運営する社会福祉法人が指導監査の時期に当たる事業所（当該事業所及び社会福祉法人の指導監査を併せて所管するものに限る。）
ｈ　その他運営指導の実施が必要と判断される事業所等
イ　集団指導
原則として、令和５年４月１日現在指定を受けている全ての指定居宅サービス事業所等
５　その他
その他、必要な事項は別途定めることとする。
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